
2019/3/26

1

第１回 難聴児の早期支援に向けた

保健・医療・福祉・教育の連携プロジェクト会合

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

静岡県立総合病院 副院⾧

きこえとことばのセンター⾧

髙木 明

2019.3.26 厚生労働省本館17階21会議室

「難聴児に 0 歳時からの強力な介入プログラムを」

現代は

聾で生まれても 聞こえて 話せる時代

（音声言語獲得が容易）

適切な時期 に 適切な聴覚刺激 を

（新生児聴覚スクリーニング） （人工内耳＋介入）
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音声言語

音声言語の獲得は生来、人間の発達にプログラムされたもので

あり、単なるコミュニケーション手段と言うだけなく

学習、認知・判断、抽象的概念の構築に不可欠のものであり、

社会的情動の根源をなすものである。

それ故、高度聴覚障害であったとしても高性能な補聴器、人工内耳という機器の
恩恵で音声言語獲得が劇的に容易になった現在、敢えてそれらの機器を排除して
手話を選択する理由はないように思える。

（今日の耳鼻咽喉科・頭頚部外科治療指針 高木 明）

静岡県

難聴児を考える医療と保健福祉と教育の会
1999年 発足 ２回/年
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静岡県全出生数 27405 人

新スク受検児 26342  (96.1%)新スク未受検 1063 (3.9 ％)

PASS 26175 REFER 167 (0.63%)

両側高度難聴

6

両側中等度

9

正常

68

1才6ヶ月 聴覚検診

H29年 静岡県新生児聴覚スクリーニング結果

（乳幼児難聴支援センターによる集計）

内精聴機関受診 121 名

一側高度
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一側中等度
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手術年齢 （静岡県立総合病院 ２０９例）

38人5人

人

50 人

3 歳以下 93 人
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1歳半までに両耳CIを行った bilingual  Case

生年月日 : 2008. 9. 17 , 女児,   難聴遺伝子 (+) , 

父親 :  米国人 , 母親 : 日本人 （熱心）

2008.11       新スク後 2ヶ月で当院 初診

2009.  2       補聴器開始 (5Mo)、 補聴効果なく

2009.  9       Rt- CI  (12Mo)

2010.  2       Lt- CI  (17Mo) 

2012.  8    3歳11ヶ月 右人工内耳年齢 = 2 y 11m 

左人工内耳年齢 = 2 y  6m   

現在 日本の幼稚園に通っている。

最終場面はアメリカに里帰り後、 1 週間の時点で 撮られた。
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視覚

聴覚

前頭前野

45M

Huttenlocher and Dabholkar, 1977

7y 10y 16y2y1y 4y

年齢と 視覚、聴覚、前頭前野シナプス密度

2 - 4M 急速

８M

視覚、聴覚のシナプスは
生後2-4ヶ月時に急速に増加

視覚は8ヶ月、 聴覚は3歳半で

シナプスの刈り込みが始まる

出生

（情動、思考のarea も3歳以降減少）

auditory

Wernicke

Broca

部位

auditory

聴く

Wernicke

理解

Broca

しゃべる

年齢と聴覚野の
シナプス密度

PR Huttenlocher 2002出生

2-4M急速

1歳でpeak

3 歳以降聴覚野シナプスの刈り込み

音声言語獲得のためには
3歳までに強力な介入が必要

急速に伸びる
年齢

2 - 4 ヶ月

4 ヶ月- 3 歳

1－ 3歳

1歳-3歳が
Peak
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全国聾学校在籍者数 と 人工内耳装用児数 推移人 ％

％人

人

5421

5935
6200

人

全国聾学校長会実態調査資料より
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全国聾学校長会実態調査資料より
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幼稚部から小学校進級時 :   CI 装用児の減少率

平均 16.2% 減

小学校から中学校進級時 ： CI 装用児の増加率
平均 19 % 増

聾学校におけるCI 装用児の小・中進級時の増減

83.8%

119%

％

全国聾学校長会実態調査資料より

20%の難聴児が通常校から聾学校に戻る！

なぜか

① 人工内耳の限界があって、通常校での聞き取りが困難

② 通常校での配慮、聴覚補償が足らない

③ そもそも 入学前の音声言語獲得が 不十分

（療育、介入法の問題？）
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８８例中３２例（３６． ４％）が就学時期までに健聴児の生活年齢相当の理解語彙力を獲得していた。

一方で６３． ６％にあたる５６例の装用児の理解語彙力は，やや不良～不良な状態であり，健聴児との顕著

な成績差が認められた。手術時期に注目すると，４歳時点で語彙発達指数が８５以上になった群において手

術時期が早い傾向がみられた。 就学時期までの幼児期段階では，コミュニケーション方法として主 に聴覚

を使用する症例が多い傾向があり，手話併用例は少なかった。しかし，小学校就学以降は，理解語彙の不良

例においては手話併用例が増加する傾向が認められた

手術時期は 3歳前後が peak

平均 3歳4ヶ月

装用閾値には 差が ない良好群手術時期 平均31.8ヶ月
不良群手術時期 平均46.5ヶ月

４歳台に語彙発達指数が８５以上 ６～７歳時点で語彙発達指数が４９以下

6歳台

7歳台
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人工内耳装用年齢と

5歳時の言語発達

6ヶ月では 健常と同様の100

12か月 90

24ヶ月 80 に低下

1 歳以下の手術がよい
2，3歳では健常者に追いつけない

Teresa Y.C. Ching: PEDIATRICS 2017

健常

手術月齢

言語発達

５歳時の言語

(オーストラリア報告）

難聴の 早期発見、 早期介入で 難聴の程度にかかわらず catch up できる

言語 語彙 会話

健聴 療育後
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「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携」

目標

• 難聴児が就学時に健聴児同様の音声言語を獲得し、通常校での学習、生活を可能とさせる （短期）

• 経済的にも自立した良き社会人を育成する （長期）

背景

• 新生児聴覚スクリーニングの普及で難聴の早期発見ができるようになった

• 早期の聴覚補償（補聴器、人工内耳）から適切な介入で十分な音声言語獲得が可能（先進諸外国事例）

課題

• 就学時に健聴児同様の音声言語獲得に至らない児が多い。 Inclusion 困難 (日本）

原因

• 早期発見が必ずしも適切な早期療育、介入に繋がなっていない(連携不足）

• 乳幼児の難聴の専門家が極めて少ない （早期の聴覚活用、言語発達を促す介入の知識がない）

• 専門家を育てる機関がない（先進諸外国のAudiologist（聴覚士）に相当する育成機関がない）

方策

• 各地域に表記連携協議会を設けて情報を共有し、連携を深める（スムーズな早期介入可能に）

• 共有すべき共通のデータベースを作る （新スクrefer 児の継続的記録（カルテ）作成、長期経過を追う）

• 難聴診断時から就学までの親子への強い介入が必要（特に生後6ヶ月から3歳まで）

• Audiologist（聴覚活用の専門家） の養成機関をつくる

1歳難聴児（人工内耳装用、予定児）親子教室風景

ご静聴 ありがとうございました。


